
平成25年度平成25年度平成25年度平成25年度　　　　坂東市坂東市坂東市坂東市のののの財務書類財務書類財務書類財務書類（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））
普通会計財務書類4表普通会計財務書類4表普通会計財務書類4表普通会計財務書類4表からわかることからわかることからわかることからわかること

新地方公会計制度新地方公会計制度新地方公会計制度新地方公会計制度（（（（公会計改革公会計改革公会計改革公会計改革））））のののの概要概要概要概要 ○市民1人当たりの資産は、
○市民1人当たりの負債は、　
○市民1人当たりへの行政サービスの提供は、

期末期末期末期末（（（（平成24年度末平成24年度末平成24年度末平成24年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

9999 億円億円億円億円

　　　　当期収支当期収支当期収支当期収支

（H25.4.1～H26.3.31） 2222 億円)億円)億円)億円)

公会計改革公会計改革公会計改革公会計改革へのへのへのへの坂東市坂東市坂東市坂東市のののの対応対応対応対応 （内訳） 　　　　経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト（Ａ）（Ａ）（Ａ）（Ａ） 175175175175 億円億円億円億円

　1．　1．　1．　1．経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支 39393939 億円億円億円億円

　2．　2．　2．　2．公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支 △11 △11 △11 △11 億円億円億円億円 （内訳）

　3．　3．　3．　3．投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支 △26 △26 △26 △26 億円億円億円億円 　1．　1．　1．　1．人人人人にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト 32323232 億円億円億円億円

（職員給与、退職手当など）

期末期末期末期末（（（（平成25年度末平成25年度末平成25年度末平成25年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高 　2．　2．　2．　2．物物物物にににに係係係係るコストるコストるコストるコスト 46464646 億円億円億円億円

11111111 億円億円億円億円 （物品購入、光熱水費、修繕費、減価償却費など）

　3．　3．　3．　3．移転支出的移転支出的移転支出的移転支出的なコストなコストなコストなコスト 94949494 億円億円億円億円

（社会保障給付や補助金、繰出金など）

　4．　4．　4．　4．そのそのそのその他他他他のコストのコストのコストのコスト 3333 億円億円億円億円

（地方債の利子など）

　　　　経常収益経常収益経常収益経常収益（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ） 4444 億円億円億円億円

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 926 億円926 億円926 億円926 億円 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 248 億円248 億円248 億円248 億円 期末期末期末期末（（（（平成24年度末平成24年度末平成24年度末平成24年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

665665665665 億円億円億円億円

　　　　当期変動高当期変動高当期変動高当期変動高

（H25.4.1～H26.3.31） 13131313 億円億円億円億円

(内訳) （内訳）

　1.　1.　1.　1.公共資産公共資産公共資産公共資産 816 億円816 億円816 億円816 億円 　1．　1．　1．　1．純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト △171 △171 △171 △171 億円億円億円億円

　(道路、公園、学校、庁舎など) 　2．　2．　2．　2．財源財源財源財源のののの調達調達調達調達（（（（地方税等地方税等地方税等地方税等）））） 186186186186 億円億円億円億円 　　　　純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト 171171171171 億円億円億円億円

　2.　2.　2.　2.投資等投資等投資等投資等 86 億円86 億円86 億円86 億円 　3．　3．　3．　3．そのそのそのその他他他他 △2 △2 △2 △2 億円億円億円億円 （Ａ）－（Ｂ）

  (投資及び出資金、基金など) 純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 678 億円678 億円678 億円678 億円

　3.　3.　3.　3.流動資産流動資産流動資産流動資産 24 億円24 億円24 億円24 億円

　(財政調整基金、歳計現金、未収金など） 期末期末期末期末（（（（平成25年度末平成25年度末平成25年度末平成25年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

　　うち歳計現金 11 億円11 億円11 億円11 億円 678678678678 億円億円億円億円

163万3千円163万3千円163万3千円163万3千円

30万9千円30万9千円30万9千円30万9千円

43万7千円43万7千円43万7千円43万7千円

　施設の使用料や手数料など、行政サービスの対価として
得られた財源です。

　現行の地方公共団体の会計は、「現金主義・単式簿記」といった、単年度の歳入と歳出を対比した収支の
会計制度がとられており、この制度に従って歳入歳出予算書や決算書を作成しています。この制度について
は、予算の執行や現金収支の把握には、大変、適したものとなっていますが、その年度の収支など現金の動
きがわかりやすい反面、資産・負債に係るストック情報や、行政サービスを提供するために発生したコスト
情報が不足しているため、「発生主義・複式簿記」による企業会計的な手法を導入する動きが広がってきて
います。
　こうした中、国は平成19年10月に「新地方公会計制度実務研究会報告書」を公表し、国の財務書類に準拠
した新たな公会計モデルへの転換を地方自治体に対して提示しました。
　国は、これを「地方公会計制度改革」と位置づけ、遊休資産を売却可能資産として時価評価することや、
債権の回収不能見込額を算定するなど、主に資産評価の面において改良が加えられ精緻化が図られました。
そして、国は「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の二つの公会計モデルのいずれかを採用し、平成
21年度（平成20年度決算）までに、「貸貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」及び
「資金収支計算書」の財務書類4表を連結ベースで作成し、必要な情報の開示に取り組むこととしました。

　貸借対照表とは、年度末時点で市の施設、市の所有する現金や債権、資産形成のために投資された資金な
どが、どのくらいあるかを示したもので、資産、負債、純資産の3つの要素で構成されており、表の左右の
合計額が等しくなることからバランスシートとも呼ばれています。

　経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行政コ
ストです。　現世代が既に負担して、支払いが済んでいる正

味の資産です。

※地方税は純資産変動計算書の「2.財源の調達(地方税
等)」に計上しています。

　市の行政活動のうち、福祉や教育などでの人的サービス
や給付サービスの提供など、資産形成につながらない行政
サービスにかかった費用と、その行政サービスの対価とし
て得られた財源を対比させて整理したものが、行政コスト
計算書です。

　平成25年度の市の1年間のコスト総額は、175億円で、市
民1人当たりでは30万9千円です。

　1年間の市の現金（=資金）の収入(歳入)と支出(歳出)が
どのように増減しているかを3つの性質別に区分して整理
したものが、資金収支計算書です。

　市が所有している財産の内容と金額です。行政
サービスの提供能力を表しています。

　地方債や将来の職員の退職金など、将来世代の
負担で返済していく債務です。
　前年度から約8億円増加しました。

市の純資産（正味の資産）が、平成25年度中にどのように
増減したかを示したものが、純資産変動計算書です。

　坂東市においては、報告書で示された作成モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」を採用し、平成20年
度決算から、普通会計財務書類4表及び連結財務書類4表を作成しました。
　採用理由としては、多くの自治体(県内の市町村）が採用するため、比較検討が可能であり、資産情報の
整備を段階的に行えるため、早期に公会計改革への対応が可能であり、今後、段階的に資産情報の整備に努
めてくこととしました。

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書



25252525 年度年度年度年度　　　　坂東市坂東市坂東市坂東市のののの財務書類財務書類財務書類財務書類（（（（連結連結連結連結ベースベースベースベース））））
連結連結連結連結ベースとベースとベースとベースと普通会計普通会計普通会計普通会計ベースのベースのベースのベースの比較比較比較比較からわかることからわかることからわかることからわかること

連結財務書類連結財務書類連結財務書類連結財務書類とはとはとはとは ○市民1人当たりの資産は、 （ 普通会計では163万3千円 ）
○市民1人当たりの負債は、　 （ 普通会計では 43万7千円 ）

坂東市坂東市坂東市坂東市のののの連結範囲連結範囲連結範囲連結範囲

　　　　期末期末期末期末（（（（平成24年度末平成24年度末平成24年度末平成24年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

56565656 億円億円億円億円

茨城県市町村総合事務組合 　　　　当期収支当期収支当期収支当期収支

国民健康保険特別会計 茨城西南地方広域市町村圏事務組合 （H25.4.1～H26.3.31） 6666 億円億円億円億円

後期高齢者医療特別会計 常総衛生組合 （内訳） 　　　　経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト（Ａ）（Ａ）（Ａ）（Ａ） 353353353353 億円億円億円億円

介護保険特別会計 清水丘診療所事務組合 　1．　1．　1．　1．経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支 45454545 億円億円億円億円

公共下水道事業特別会計 さしま環境管理事務組合 　2．　2．　2．　2．公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支 △15 △15 △15 △15 億円億円億円億円 （内訳）

農業集落排水事業特別会計 茨城租税債権管理機構 　3．　3．　3．　3．投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支 △25 △25 △25 △25 億円億円億円億円 　1．　1．　1．　1．人人人人にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト 49494949 億円億円億円億円

水道事業会計 茨城県後期高齢者医療広域連合 　　　　経費負担割合変更差額経費負担割合変更差額経費負担割合変更差額経費負担割合変更差額 1111 億円億円億円億円

（職員給与、退職手当など）

　　　　期末期末期末期末（（（（平成25年度末平成25年度末平成25年度末平成25年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高 　2．　2．　2．　2．物物物物にににに係係係係るコストるコストるコストるコスト 77777777 億円億円億円億円

62626262 億円億円億円億円 （物品購入、光熱水費、修繕費、減価償却費など）

　3．　3．　3．　3．移転支出的移転支出的移転支出的移転支出的なコストなコストなコストなコスト 218218218218 億円億円億円億円

（社会保障給付や補助金など）

　4．　4．　4．　4．そのそのそのその他他他他のコストのコストのコストのコスト 9999 億円億円億円億円

（地方債の利子など）

　　　　経常収益経常収益経常収益経常収益（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ）（Ｂ） 125125125125 億円億円億円億円

資産合計資産合計資産合計資産合計 1,366 億円1,366 億円1,366 億円1,366 億円 負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 414 億円414 億円414 億円414 億円 　　　　期末期末期末期末（（（（平成24年度末平成24年度末平成24年度末平成24年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

938938938938 億円億円億円億円

　　　　当期変動高当期変動高当期変動高当期変動高

(内訳) （H25.4.1～H26.3.31） 14141414 億円億円億円億円

　1.　1.　1.　1.公共資産公共資産公共資産公共資産 1,242 億円1,242 億円1,242 億円1,242 億円 （内訳）

　(道路、公園、学校、庁舎など) 　1．　1．　1．　1．純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト △228 △228 △228 △228 億円億円億円億円

　2.　2.　2.　2.投資等投資等投資等投資等 62 億円62 億円62 億円62 億円 　2．　2．　2．　2．財源財源財源財源のののの調達調達調達調達（（（（地方税等地方税等地方税等地方税等）））） 244244244244 億円億円億円億円 　　　　純経常純経常純経常純経常コストコストコストコスト 228228228228 億円億円億円億円

  (投資及び出資金、基金など) 　3．　3．　3．　3．そのそのそのその他他他他 △2 △2 △2 △2 億円億円億円億円 （Ａ）－（Ｂ）

　3.　3.　3.　3.流動資産流動資産流動資産流動資産 62 億円62 億円62 億円62 億円 純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 952 億円952 億円952 億円952 億円

　(財政調整基金、歳計現金、未収金など）

　　うち資金 62 億円 　　　　期末期末期末期末（（（（平成25年度末平成25年度末平成25年度末平成25年度末））））純資産残高純資産残高純資産残高純資産残高

　4.　4.　4.　4.繰延勘定繰延勘定繰延勘定繰延勘定 0 億円0 億円0 億円0 億円 952952952952 億円億円億円億円

　経常行政コストから経常収益を差し引いた純粋な行
政コストです。

　　連結対象の各会計・団体・法人を１つの行政サービス実施体とみなし、坂東市全体の資産や負
債のストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表です。

　現世代が既に負担して、支払いが済んでい
る正味の資産です。

※地方税は連結純資産変動計算書の「2.財源の調達
(地方税等)」に計上しています。

　施設使用料や手数料などのほか、国民健康保険料、
介護保険料、上下水道料金などが含まれています。

　連結ベースでの市が所有している財産の内容と
金額です。

　地方債や将来の職員の退職金などで、連結
することにより、水道事業や下水道事業の借
入金などが加わっています。
　前年度から5億円減少しました。

連結グループでの市の純資産（正味の資産）が、平
成25年度中にどのように増減したかを示したもの
が、連結純資産変動計算書です。

連結グループでの1年間の収支の実態を3つの性質別
に区分して整理したものが、連結資金収支計算書で
す。

　今年度においては、資産の増加率が負債の増加率を上回っている。これは、引当金等の負債が減少し、生活イン
フラ等の資産が増加したことが原因としてあげられ、普通会計ベースよりも連結ベースのほうが将来世代の負担す
る割合が高いことがわかります。

平成平成平成平成

  連結財務書類とは、普通会計で実施している事業だけでなく、市に属する全ての公営事業会計や、市が
加入する全ての一部事務組合・広域連合及び市が一定割合以上の出資をしている団体や法人等をひとつの
行政サービスの実施主体とみなして、普通会計の財務書類と同様に連結貸借対照表、連結行政コスト計算
書、連結純資産変動計算書及び連結資金収支計算書の4表から構成されています。
　この連結財務書類4表を作成することによって、連結対象会計全体の財政状況やコストの発生状況、資
金収支の状況等を把握することができるだけでなく、個々の会計が連結全体で見た場合にどのような影響
を与えているかなどといった情報も得ることができ、真の市全体の財務活動を分析する上で、非常に役立
つ財務書類といえます。なお、連結に際しては、各会計間・法人間での取引などは連結グループ内の内部
取引として相殺消去しています。

　連結グループを1つの行政サービス実施体とみなし
て作成したものが、連結行政コスト計算書です。
　移転支出的コストの割合が高いのは、国民健康保険
特別会計や介護保険特別会計においては、資産をほと
んど持たず、保険料の徴収や被保険者に対する給付事
業を主に行っている会計が存在することによるものと
考えられます。また、経常収益が大きいのは、企業会
計や特別会計が原則受益者負担の考えから、行政サー
ビスにかかるコストの大半を、利用料金や保険料と
いったもので賄っているからと考えられます。

241万0千円241万0千円241万0千円241万0千円

73万2千円73万2千円73万2千円73万2千円

連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表

連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書連結資金収支計算書

連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書連結純資産変動計算書

連結行政連結行政連結行政連結行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書

一般会計

普通会計普通会計普通会計普通会計

市全体市全体市全体市全体

連結連結連結連結グループグループグループグループ



年度坂東市決算要旨年度坂東市決算要旨年度坂東市決算要旨年度坂東市決算要旨 坂東市財政坂東市財政坂東市財政坂東市財政データデータデータデータ 坂東市基礎坂東市基礎坂東市基礎坂東市基礎データデータデータデータ ( )

歳入総額 人口 人 茨城県坂東市岩井4365番地
財政力指数 （男 人 ）
経常収支比率 （女 人 ）
実質赤字比率 世帯数 世帯
連結実質赤字比率 面積 K㎡
実質公債費比率 職員数 人
将来負担比率

②-2②-2②-2②-2普通会計行政普通会計行政普通会計行政普通会計行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書のののの要旨要旨要旨要旨 ②-4②-4②-4②-4普通会計資金収支計算書普通会計資金収支計算書普通会計資金収支計算書普通会計資金収支計算書のののの要旨要旨要旨要旨

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

1111 公共資産公共資産公共資産公共資産 1111 固定負債固定負債固定負債固定負債 経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト 人件費

(1)有形固定資産 (1)地方債 人件費 物件費

(2)売却可能資産 (2)関係団体地方債等 退職手当引当金繰入等 社会保障給付

(3)長期未払金 賞与引当金繰入額 補助金等

2222 投資等投資等投資等投資等 (4)退職手当等引当金 物件費 支払利息

(1)投資及び出資金 (5)その他 維持補修費 他会計等への事務費等

(2)貸付金 2222 流動負債流動負債流動負債流動負債 減価償却費 充当財源繰出支出

(3)基金等 (1)翌年度償還予定地方債 社会保障給付 その他支出

(4)長期延滞債権 (2)短期借入金 補助金等 支出合計支出合計支出合計支出合計

(5)その他 (3)未払金 他会計等への支出額 地方税

(6)回収不能見込額 (4)翌年度支払予定退職手当 他団体への 地方交付税

3333 流動資産流動資産流動資産流動資産 (5)賞与引当金 公共資産整備補助金等 国県補助金等

(1)資金 (6)その他 支払利息 使用料・手数料

（うち歳計現金等） 回収不能見込計上額 分担金・負担金・寄附金

(2)未収金 その他行政コスト 諸収入

(3)販売用不動産 地方債発行額

(4)その他 経常収益経常収益経常収益経常収益 基金取崩額

(5)回収不能見込額 使用料・手数料 その他収入

4444 繰延勘定繰延勘定繰延勘定繰延勘定 分担金・負担金・寄附金 収入合計収入合計収入合計収入合計

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト

※ 1 債務負担行為に関する情報 ① 物件の購入等

② 債務保証又は損失補償 ②-3②-3②-3②-3普通会計純資産変動計算書普通会計純資産変動計算書普通会計純資産変動計算書普通会計純資産変動計算書のののの要旨要旨要旨要旨 公共資産整備支出

（ うち共同発行地方債に係るもの ） 公共資産整備補助金等支出

③ その他 （単位：千円） 他会計等への建設費充当

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高 財源繰出支出

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト 支出合計支出合計支出合計支出合計

一般財源一般財源一般財源一般財源 国県補助金等

・ 地方税 地方債発行額

・ 地方交付税 基金取崩額

※ 4 売却可能資産は、路線価や固定資産税評価額を基礎に評価しています。 ・ その他行政コスト充当財源 その他収入

補助金等受入補助金等受入補助金等受入補助金等受入 収入合計収入合計収入合計収入合計

臨時損益臨時損益臨時損益臨時損益

（ ） （単位：千円） ・ 災害復旧事業費

・ 公共資産除売却損益 投資及び出資金

1111 公共資産公共資産公共資産公共資産 1111 固定負債固定負債固定負債固定負債 ・ 投資損失 貸付金

(1)有形固定資産 (1)地方債 資産評価替資産評価替資産評価替資産評価替えによるえによるえによるえによる変動額変動額変動額変動額 基金積立額

(2)売却可能資産 (2)長期未払金 そのそのそのその他他他他 定額運用基金への繰出支出

2222 投資等投資等投資等投資等 (3)退職手当引当金 純資産増減額純資産増減額純資産増減額純資産増減額 他会計等への公債費充当

(1)投資及び出資金 (4)損失補償等引当金 期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高 財源繰出支出

(2)貸付金 2222 流動負債流動負債流動負債流動負債 地方債償還額

(3)基金等 (1)翌年度償還予定地方債 長期未払金支払支出

(4)長期延滞債権 (2)短期借入金 支出合計支出合計支出合計支出合計

(5)回収不能見込額 (3)未払金 国県補助金等

3333 流動資産流動資産流動資産流動資産 (4)翌年度支払予定退職手当 ※ 5 有形固定資産の行政目的別割合 貸付金回収額

(1)現金預金 (5)賞与引当金 （単位：千円） 基金取崩額

（うち歳計現金等） 地方債発行額

(2)未収金 (1)生活インフラ・国土保全 公共資産等売却収入

(3)回収不能見込額 (2)教育 その他収入

(3)福祉 収入合計収入合計収入合計収入合計

※ 1 債務負担行為に関する情報 ① 物件の購入等 (4)環境衛生 投資投資投資投資・・・・財務的収支額財務的収支額財務的収支額財務的収支額

② 債務保証又は損失補償 (5)産業振興 翌年度繰上充用金増減額翌年度繰上充用金増減額翌年度繰上充用金増減額翌年度繰上充用金増減額

（ うち共同発行地方債に係るもの ） (6)消防 当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額当年度歳計現金増減額

③ その他 (7)総務 期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高期首歳計現金残高

※ 2 期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高

※ 3 (注1)

※ 4 売却可能資産は、路線価や固定資産税評価額を基礎に評価しています。

(注2)

平成平成平成平成 平成26年3月31日

自　平成25年4月 1日 自　平成25年4月 1日

25252525

平成26年3月31日 現在（ (

56,695

至　平成26年3月31日至　平成26年3月31日

坂東市坂東市坂東市坂東市
28,908
27,787
19,295

)

0

経常収益経常収益経常収益経常収益

22,966,512 千円

123.18
3997.8

90.3
-

424,770

合計合計合計合計

1,470,521

661,916

2,332,766

784,633

3,192,198

81,103,28981,103,28981,103,28981,103,289

4,008

178,085178,085178,085178,085

1,080,8541,080,8541,080,8541,080,854

△ 2,557,042△ 2,557,042△ 2,557,042△ 2,557,042

0000

196,345196,345196,345196,345

884,509884,509884,509884,509

130,900

31,177

1,647,500

0

2,735,1272,735,1272,735,1272,735,127

0

12,000

0

126,006

3,407,5633,407,5633,407,5633,407,563

公共資産整備収支額公共資産整備収支額公共資産整備収支額公共資産整備収支額 △ 1,131,797△ 1,131,797△ 1,131,797△ 1,131,797

830,713

0

12,000

244,858

56

35,900

4,539,3604,539,3604,539,3604,539,360

1,730,257

1,551,300

0

1,130,100

210,662

958,584

投資投資投資投資・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支のののの部部部部

経常的収支額経常的収支額経常的収支額経常的収支額

18,496,35518,496,35518,496,35518,496,355

3,885,1843,885,1843,885,1843,885,184

公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支のののの部部部部

4,078,690

424,770

7,207,143

4,756,759

3,394,767

171,065

245,263

422,012

3,975,992

2,220,843

267,832

149,992

14,611,17114,611,17114,611,17114,611,171

2,032,874

3,975,992

2,181,039

2,777,629

1,946,916

( )
経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部

3,549,679

2,499,917

1,232,964 千円

267,832

44,199

245,662

17,091,70217,091,70217,091,70217,091,702

416,894416,894416,894416,894

171,232

22,424,009

0 千円

0 千円

資産合計資産合計資産合計資産合計 92,566,91992,566,91992,566,91992,566,919 負債及負債及負債及負債及びびびび純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 92,566,91992,566,91992,566,91992,566,919

千円3,444,211

24,768,22324,768,22324,768,22324,768,223

64,005 純資産純資産純資産純資産のののの部部部部

千円3,444,211

0

0

0

1,325,427

普通会計地方債および公営事業地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち
22,050,795千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込ま
れているものです。

2,382,753 161,967

△ 244,739 32,021

2,423,2922,423,2922,423,2922,423,292

△ 23,466 純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 67,798,69667,798,69667,798,69667,798,696

(1,080,854) 負債合計負債合計負債合計負債合計

( )

△ 17,091,702△ 17,091,702△ 17,091,702△ 17,091,702

13,501,201

66,493,54366,493,54366,493,54366,493,543

自　平成25年4月 1日

至　平成26年3月31日

資産資産資産資産のののの部部部部

81,103,289 19,732,852

1,873,8421,873,8421,873,8421,873,842

4,580,633 1,679,854

472,712 45,995

8,567,6268,567,6268,567,6268,567,626 3,115,534

67,798,69667,798,69667,798,69667,798,696

14141414

7,233,812

4,756,759

1,510,630

△ 138,901△ 138,901△ 138,901△ 138,901

△ 36,611

△ 1,093

1,305,1531,305,1531,305,1531,305,153

△ 52,779

41,472,72141,472,72141,472,72141,472,721

千円

千円

千円

有形固定資産のうち、土地は29,511,981千円です。また、有形固定資産の減価償却累計
額は70,859,565千円です。

平 成 26 年 3 月 31 日 現在

②-1②-1②-1②-1普通会計貸借対照表普通会計貸借対照表普通会計貸借対照表普通会計貸借対照表のののの要旨要旨要旨要旨

※ 3

136,654,834136,654,834136,654,834136,654,834

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計 95,182,11395,182,11395,182,11395,182,113

資産合計資産合計資産合計資産合計 136,654,834136,654,834136,654,834136,654,834

1,166

△ 56,855

0000

負債及負債及負債及負債及びびびび純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計

123,767,398

172,652

0

6,078,742 27,743

負債合計負債合計負債合計負債合計

純資産純資産純資産純資産のののの部部部部

0

73,484

0

0

45,995

4,263,277

472,712

2,657,126

126,725

0

124,240,110124,240,110124,240,110124,240,110

-

0.632

57.5

①①①①連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表のののの要旨要旨要旨要旨

）

38,489,32238,489,32238,489,32238,489,322

6,195,7056,195,7056,195,7056,195,705

32,723,210

1,456,840

1,362,234

0

225,046

6,219,0196,219,0196,219,0196,219,019

2,983,3992,983,3992,983,3992,983,399

5,558,182

連結貸借対照表は、普通会計で実施している事業だけでなく、市に属する全ての公営事業
会計や、市が加入する全ての一部事務組合・広域連合及び市が一定割合以上の出資をして
いる団体や法人等をひとつの行政サービスの実施主体とみなして作成したものであり、関
係団体の資産及び負債等が本市に帰属するものではありません。

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト

17,508,59617,508,59617,508,59617,508,596

2,952,661

92,503

161,967

2,499,917

97,213

5,125,0245,125,0245,125,0245,125,024

△ 90,483△ 90,483△ 90,483△ 90,483

50,237,246

金額金額金額金額項目項目項目項目

普通会計貸借対照表、普通会計行政コスト計算書、普通会計純資産変動計算書、普通会計
資金収支計算書及び連結貸借対照表は、総務省方式改定モデルに基づき作成しました。

△ 828,122

負債負債負債負債のののの部部部部

(4,391,003)

資産資産資産資産のののの部部部部

※ 2

地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち16,706,752千円については、償還時に地
方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

有形固定資産のうち、土地は28,976,219千円です。また、有形固定資産の減価償却累計
額は44,958,109千円です。

負債負債負債負債のののの部部部部

81,576,00181,576,00181,576,00181,576,001 22,894,38122,894,38122,894,38122,894,381

492,316 0

3,739,416 0

0


